
別紙 1-1 

グループホームみずあおい 運営規程 

（従業者の職種・員数） 

第４条  

職種 職員数 勤務形態 保有資格の内容 

管理者 １ 常勤兼務     １名 

介護福祉士１名 

管理者研修 

実践リーダー研修 

介護従業者 １４ 

常勤専従     ３名 

常勤兼務     ４名 

非常勤専従    ３名 

非常勤兼務    ４名 

介護福祉士８名 

 

計画作成担当者 ２ 常勤兼務     ２名 

介護福祉士２名 

介護支援専門員 1 名 

認知症介護実践者研修 

看護職員(医療連携) ２ 非常勤専従    ２名 
正看護師(デイサービス兼務) 

訪問看護（はなうた） 

 

別紙 1-2 

（利用料及びその他の費用） 

第９条   

認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 基本報酬        ※６級地：１０.２７円／単位 

介護度 介護報酬単位 利用料（１割）／日 

要支援２ ７４９単位 ７,６9２円 

要介護１ ７５３単位 ７,７3３円 

要介護２ ７８８単位 ８,０9２円 

要介護３ ８１２単位 ８,３3９円 

要介護４ ８２８単位 ８,50３円 

要介護５ ８４５単位 ８,６7８円 

 

短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 基本報酬    ※６級地：１０.２７円／単位 

介護度 介護報酬単位 利用料（１割）／日 

要支援２ ７７７単位 ７,９79 円 

要介護１ ７８１単位 ８,０20 円 

要介護２ ８１７単位 ８,３90 円 

要介護３ ８４１単位 ８,６37 円 

要介護４ ８５８単位 ８,８11 円 

要介護５ ８７４単位 ８,９75 円 

 



認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 加算（予防含む）    ※６級地：１０.２７円／単位 

加算項目 介護報酬単位 利用料（１割）／日 

初期加算（入居から３０日間）  ３０単位 約３０８円 

医療連携体制加算（Ⅰ）ハ  ３７単位 約３７９円 

医療連携体制加算（Ⅱ） ５単位 約５１円 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２単位 約２２５円 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  １８単位 約１８４円 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   ６単位  約６１円 

看取り介護加算   

死亡日以前３１日以上４５日以下 ７２単位 約７３９円 

死亡日以前４日以上３０日以下 １４４単位 約１,４７８円 

死亡日以前２日又は３日 ６８０単位 約６,９８３円 

死亡日 １,２８０単位 約１３,１４５円 

栄養管理体制加算 ３０単位/月 約３０８円/月 

科学的介護推進体制加算 ４０単位/月 約４１０円/月 

身体拘束廃止未実施減算 所定単位数 10/100×単価  

業務継続計画未実施減算 所定単位数 3/100×単価  

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数 1/100×単価  

退所時情報提供加算 ２５０単位/１回 約２,５６７円/１回 

認知症チームケア推進加算Ⅰ １５０単位/月 約１,５４０円/月 

認知症チームケア推進加算Ⅱ １２０単位/月 約１,２３２円/月 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ (Ⅰ)１８.6％/総単位数  

 (Ⅱ)１７.８％/総単位数  

 (Ⅲ)１５.５％/総単位数  

 (Ⅳ)１２.５％/総単位数  

※サービス提供体制強化加算は、事業所の職員体制の変更等により算定要件が満たされた

場合、いずれか１つ算定することとする。 

※介護職員等処遇改善加算Ⅰは、法人の届け出の内容により(Ⅰ)～(Ⅳ)のいずれか１つを算

定することとする。2024 年 6 月１日から算定開始のため、それまでは従前の処遇改善

加算・特定処遇改善加算・ベースアップ等支援加算を算定することとする。 

 

短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 加算（予防含む）※６級地：１０.２７円／単位 

加算項目 介護報酬単位 利用料（１割）／日 

医療連携体制加算（Ⅰ）ハ  ３７単位 約３７９円円 

医療連携体制加算（Ⅱ） ５単位 約５１円 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２単位 約２２５円 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  １８単位 約１８４円 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   ６単位  約６１円 

身体拘束廃止未実施減算 所定単位数 10/100×単価  



業務継続計画未実施減算 所定単位数 3/100×単価  

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数 1/100×単価  

介護職員等処遇改善加算Ⅰ (Ⅰ)１８.6％/総単位数  

 (Ⅱ)１７.８％/総単位数  

 (Ⅲ)１５.５％/総単位数  

 (Ⅳ)１２.５％/総単位数  

※サービス提供体制強化加算は、事業所の職員体制の変更等により算定要件が満たされた

場合、いずれか１つ算定することとする。 

※介護職員等処遇改善加算Ⅰは、法人の届け出の内容により(Ⅰ)～(Ⅳ)のいずれか１つを算

定することとする。2024 年 6 月１日から算定開始のため、それまでは従前の処遇改善

加算・特定処遇改善加算・ベースアップ等支援加算を算定することとする。 

 

室料・食材料費・光熱水費・その他の費用等利用料 

室料 ２，４００円／日 

食材料費 １，４００円／日 

光熱水費 ７００円／日 

おむつ代・パット代 実費 

理美容代・医療費・嗜好品等 実費 

令和０６年４月１日 改定 


